
第74回定時株主総会招集ご通知

日時 2024年６月27日（木曜日）午前10時

場所 名古屋市中区金山町一丁目１番１号
ANAクラウンプラザホテルグランコート名古屋
７階　ザ・グランコート

　

決議事項
＜会社提案＞
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役４名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

＜株主提案＞
第５号議案 自己株式取得の件
　



株 主 各 位 （証券コード 5947)
2024年６月５日

名古屋市中川区福住町２番26号

リンナイ株式会社
代表取締役社長 内 藤 弘 康

当社ウェブサイト
https://www.rinnai.co.jp/

上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主・投資家情報」を選択し、「株式・債券
情報」にある「株主総会」を選択いただき、ご確認ください。
また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサ
イトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「リンナイ」又は「コード」に当社
証券コード「5947」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」に
ある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

第74回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますの
で、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面（郵送）によって議決権を行
使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、３頁から４頁の
ご案内に従って、2024年６月26日（水曜日）午後５時20分までに議決権を行使いただきます
ようお願い申し上げます。
[インターネットによる議決権行使の場合]
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただ
き、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」
および「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の
行使期限までにご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行
使のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げます。
[書面（郵送）による議決権行使の場合]
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するよ
うご返送ください。

敬　具
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招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

1. 日　　時 2024年６月27日（木曜日）午前10時
2. 場　　所 名古屋市中区金山町一丁目１番１号

ANAクラウンプラザホテルグランコート名古屋 ７階 ザ・グランコート
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目的事項 報告事項　１．第74期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事
業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人お
よび監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第74期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決議事項　＜会社提案＞
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役４名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
＜株主提案＞
第５号議案 自己株式取得の件
株主提案（第５号議案）に係る議案の要領は、後記「株主総会参考書類（19頁か
ら20頁まで）」に記載のとおりであります。

4. 招集にあたっての
決定事項

（議決権行使についてのご案内）

(1)書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案
に対する賛否の表示がない場合は、会社提案については「賛」、株主提案に
ついては「否」の意思表示があったものとしてお取り扱いいたします。

(2)インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われた
ものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

(3)インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、最
後に到着したものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。なお、
インターネットと書面（郵送）が同日に到着した場合は、インターネットに
よる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

●当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイトおよび東証ウェブサイトにおいて、その旨、

修正前および修正後の事項を掲載いたします。
●本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。なお、

電子提供措置事項のうち、事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」、連結計算書類の「連結株
主資本等変動計算書」「連結注記表」および計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」につきましては、法令および当
社定款の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計監査人の会計監査報告および監査役会
の監査報告作成の際に監査をした対象書類の一部であります。

記

以　上
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インターネットによる議決権行使のご案内

行使期限　2024年６月26日（水曜日）午後５時20分受付分まで

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権
行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2
「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
ください。

1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1
議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。
インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）

インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、最後に到着したものを有効な議決
権行使としてお取り扱いいたします。なお、インターネットと書面（郵送）が同日に到着した場合は、イン
ターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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書面（郵送）による議決権行使の場合

行使期限　2024年６月26日（水曜日）午後５時20分到着分まで

株主総会にご出席される場合

開催日時　2024年６月27日（木曜日）　午前10時
開催場所　ANAクラウンプラザホテルグランコート名古屋

７階　ザ・グランコート

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、以下の行使期限までに到着するようご返送ください。
なお、議案に対する賛否の表示がない場合は、会社提案については「賛」、株主提案については「否」の意
思表示があったものとしてお取り扱いいたします。

第５号議案は株主様からの
提案によるものです。
当社取締役会は本議案に反
対しております。
詳細につきましては、19頁
から20頁をご参照ください。

各議案の賛否をご表示ください。
▶ 賛成の場合：「賛」の欄に○印

会社提案・当社取締役会の意見に

ご賛同いただける場合は、
右図のようにご記入ください。

▶ 反対の場合：「否」の欄に○印

こちらを切り取ってご返送ください。

会
社
提
案

会
社
提
案

議決権行使書用紙を、会場受付にご提出ください。
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第１号議案 剰余金の処分の件

（１）配当財産の種類 金銭
（２）株主に対する配当財産の割当てに

関する事項およびその総額
当社普通株式1株につき金 30円
配当総額    4,296,106,440円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日 2024年６月28日

株主総会参考書類
議案および参考事項

＜会社提案（第１号議案から第４号議案まで）＞

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
１．期末配当に関する事項

　当社は、安定した利益還元を維持することが経営の重要政策のひとつであると考えて
おり、連結業績や配当性向等を総合的に勘案いたしまして、当期の期末配当につきまし
ては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　これにより、中間配当金（１株につき30円）を含めました年間配当金は、１株につ
き60円となります。

２．その他剰余金の処分に関する事項
　資本政策における機動性の確保を目的として、別途積立金の一部を取り崩し、次のと
おりといたしたいと存じます。
（１）減少する剰余金の項目とその額　　別途積立金　　　　10,000,000,000円
（２）増加する剰余金の項目とその額　　繰越利益剰余金　　10,000,000,000円

－ 5 －
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第２号議案 取締役９名選任の件

候補者
番号 氏　名 性　別 現在の地位および担当 属　性 取締役会

出席状況

1 はやし

林
 

　
 

　
け ん

謙
じ

治 男性 当社代表取締役会長 再 任
　

15回/15回
（100％）

2 な い

内
と う

藤
 

　
ひ ろ

弘
や す

康 男性 当社代表取締役社長
社長執行役員 再 任

　
15回/15回
（100％）

3 な り

成
た

田
 

　
つ ね

常
の り

則 男性
当社代表取締役
副社長執行役員
社長補佐

再 任
　

15回/15回
（100％）

４ し ら

白
き

木　
ひ で

英
ゆ き

行 男性
当社取締役
専務執行役員
営業本部長

再 任
　

11回/11回
（100％）

５ い の

井
う え

上　
か ず

一
と

人 男性
当社取締役
専務執行役員
生産技術本部長

再 任
　

11回/11回
（100％）

6 か み

神
お

尾
 

　
 

　
たかし

隆 男性 当社社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

15回/15回
（100％）

7 お

小
ぐ ら

倉　　
ただし

忠 男性 当社社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

10回/11回
（91％）

８ ど

土
ち

地　
よ う

陽
こ

子 女性 当社社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

11回/11回
（100％）

９ さ

佐
と う

藤
 

　
く

久
み

美 女性 ― 新 任 社 外 独 立
　

―

　取締役９名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役
９名の選任をお願いいたしたいと存じます。取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）白木英行、井上一人、小倉忠、土地陽子の各氏は、2023年６月29日開催の第73回定
時株主総会において新たに選任され就任したため、取締役会の開催回数が他の取締役
と異なります。
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企業経営の経験および知見等

企業経営/

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

技術

(開発/生産/環境)

営業企画/

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

財務/会計/

資本政策
人材戦略

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ/
法務/

リスク管理
ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ IT/DX

林　 謙治 ● ● － － ● ● ● － －

内藤 弘康 ● ● ● － ● － － ● －

成田 常則 ● － ● ● － ● － － －

白木 英行 － － － ● － ● － － ●

井上 一人 － ● ● － － － － － ●

神尾 　隆 ● ● － ● － － ● － －

小倉 　忠 ● － ● － － ● ● － －

土地 陽子 － ● － － ● － ● ● －

佐藤 久美 － ● － － － ● － ● ●

取締役候補者のスキルマトリクス
【特に期待する項目】　　　　　　　※対象者のすべての知見および経験を表すものではありません。
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候補者
番　号 1 はやし

林
 

　
 

　
 

　
け ん

謙
 

　
じ

治 (1949年６月27日生) 再 任
　

略歴、当社における地位および担当
    1972年    4 月 当社入社
    1978年    9 月 当社取締役
    1980年    2 月 当社取締役 総合企画室長
    1983年    6 月 当社常務取締役 生産技術部長
    1992年    7 月 当社常務取締役 関連事業部長

　

    2005年    6 月 当社取締役 常務執行役員 関連事業部長
    2006年    6 月 当社代表取締役副会長
    2017年    4 月 当社代表取締役会長（現任）

　

所有する当社の株式数：7,369,872株

取締役候補者とした理由
林謙治氏は、1972年に当社入社以降、1978年より取締役として、その後に総合企画室長（現：経営管理本部）、
生産技術部長（現：生産技術本部）、関連事業部長（現：経営管理本部）を歴任しており、幅広く当社の経営に携
わっております。当社業務に精通しており、経営諸課題を解決するに十分な能力を有し、取締役としての職務を適
切に遂行いただけるものと判断したため、引続き取締役としての選任をお願いするものであります。

候補者
番　号 2 な い

内
 

　
と う

藤
 

　
ひ ろ

弘
 

　
や す

康 (1955年４月20日生) 再 任
　

略歴、当社における地位および担当
    1983年    4 月 当社入社
    1991年    6 月 当社取締役 開発技術本部 副本部長兼新

技術開発部長
    1998年    7 月 当社取締役 開発本部長
    2001年    7 月 当社取締役 経営企画部長兼総務部長
    2003年    6 月 当社常務取締役 経営企画部長兼総務部長

　

    2005年    6 月 当社取締役 常務執行役員 経営企画部長
兼総務部長

    2005年    11月 当社代表取締役社長 社長執行役員
（現任）

　

重要な兼職の状況：名古屋鉄道株式会社 社外取締役
所有する当社の株式数：1,530,540株

取締役候補者とした理由
内藤弘康氏は、1983年に当社入社以降、1991年より取締役として、その後に開発本部長、経営企画部長（現：経
営管理本部）、総務部長を歴任しており、幅広く当社の経営に携わっております。当社業務に精通しており、経営
諸課題を解決するに十分な能力を有し、取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したため、引続き
取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号 3 な り

成
 

　
た

田
 

　
つ ね

常
 

　
の り

則 (1948年６月15日生) 再 任
　

略歴、当社における地位および担当
    1967年    4 月 当社入社
    1988年    6 月 当社取締役 開発技術本部長兼品質保証

部長
    2001年    6 月 当社常務取締役 生産本部長
    2005年    6 月 当社取締役 常務執行役員 生産本部長
    2005年    11月 当社取締役 常務執行役員 国内総括兼営

業本部長
    2006年    4 月 当社取締役 専務執行役員 国内総括兼営

業本部長
    2009年    4 月 当社取締役 副社長執行役員 開発本部、

生産本部、海外事業本部、お客様部担当
兼営業本部長 　

    2010年    4 月 当社代表取締役 副社長執行役員 開発本
部、生産本部、海外事業本部、お客様部
担当兼営業本部長

    2010年    10月 当社代表取締役 副社長執行役員 開発本
部、生産本部、海外事業本部担当兼営業
本部長

    2016年    4 月 当社代表取締役 副社長執行役員 社長補
佐、生産本部、海外事業本部管掌

    2018年    4 月 当社代表取締役 副社長執行役員 社長補
佐（現任） 　

所有する当社の株式数：30,157株
取締役候補者とした理由
成田常則氏は、1967年に当社入社以降、1988年より取締役として開発技術本部長（現：開発本部）を、その後に
生産本部長、営業本部長を歴任しており、幅広く当社の経営に携わっております。当社業務に精通しており、経営
諸課題を解決するに十分な能力を有し、取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したため、引続き
取締役としての選任をお願いするものであります。

候補者
番　号 4 し ら

白　
き

木　
ひ で

英　
ゆ き

行 (1966年６月23日生) 再 任
　

略歴、当社における地位および担当
1989年    4 月 当社入社
2017年    4 月 当社執行役員 営業本部 関東支社長
2019年    4 月 当社執行役員 営業本部 副本部長兼関東

支社長
2020年    6 月 当社常務執行役員 営業本部長

　

    2023年    6 月 当社取締役 専務執行役員 営業本部長
（現任）

    2023年    4 月 当社専務執行役員 営業本部長

　 　

所有する当社の株式数：7,501株
取締役候補者とした理由
白木英行氏は、1989年に当社入社以降、営業本部にて経験を積み、2017年より執行役員として関東支社長や営業
本部 副本部長を、その後2020年より常務執行役員、2023年からは取締役 専務執行役員として営業本部長を歴任
しております。当社業務に精通しており、経営諸課題を解決するに十分な能力を有し、取締役としての職務を適切
に遂行いただけるものと判断したため、引続き取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号 5 い の

井　
う え

上　
か ず

一　
と

人 (1961年11月12日生) 再 任
　

略歴、当社における地位および担当
1985年    4 月 当社入社
2008年    4 月 リンナイコリア株式会社 副社長
2012年    6 月 リンナイ精機株式会社 社長
2016年    4 月 当社執行役員 生産本部 生産管理部長
    2017年    4 月 当社執行役員 生産本部 副本部長 　

    2018年    4 月 当社執行役員 生産技術部長
    2021年    4 月 当社常務執行役員 生産技術本部長
    2023年    4 月 当社専務執行役員 生産技術本部長
    2023年    6 月 当社取締役 専務執行役員 生産技術本部長

（現任） 　所有する当社の株式数：6,624株
取締役候補者とした理由
井上一人氏は、1985年に当社入社以降、生産本部にて経験を積み、2008年には当社子会社であるリンナイコリア
株式会社 副社長として現地出向した後、リンナイ精機株式会社 社長を経験しております。また、2016年より執行
役員として生産管理部長、生産本部 副本部長を、その後2021年より常務執行役員、2023年からは取締役 専務執
行役員として生産技術本部長を歴任しております。当社業務に精通しており、経営諸課題を解決するに十分な能力
を有し、取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したため、引続き取締役としての選任をお願いす
るものであります。

候補者
番　号 ６ か み

神
 

　
お

尾
 

　
 

　
 

　
たかし

隆 (1942年11月27日生)

再 任
社 外
独 立

　
略歴、当社における地位および担当
    1965年    4 月 トヨタ自動車工業株式会社（現トヨタ自

動車株式会社）入社
    1996年    6 月 トヨタ自動車株式会社 取締役
    1999年    6 月 　　同　　常務取締役
    2001年    6 月 　　同　　専務取締役
    2005年    6 月 　　同　　相談役

東和不動産株式会社（現トヨタ不動産株
式会社）代表取締役社長

　

    2006年    6 月 中日本興業株式会社 取締役
    2010年    5 月 トヨタ自動車株式会社 顧問
    2010年    6 月 東和不動産株式会社（現トヨタ不動産株

式会社）相談役
    2011年    6 月 中日本高速道路株式会社 監査役
    2016年    6 月 当社社外取締役（現任）

　

重要な兼職の状況：特定非営利活動法人ささえあい 理事長
所有する当社の株式数：0株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
神尾隆氏は、トヨタ自動車株式会社 専務取締役や東和不動産株式会社（現：トヨタ不動産株式会社）代表取締役社
長などを歴任したことにより培われた豊富な経験と幅広い見識から、社外取締役としての職務を適切に遂行いただ
くことを期待し、社外取締役として引続き選任をお願いするものであります。また、同氏が選任された場合は、指
名諮問委員および報酬諮問委員として当社の取締役および経営陣幹部候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客
観的・中立的立場で関与いただく予定であります。
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候補者
番　号 ７ お

小　
ぐ ら

倉　　　
ただし

忠 (1951年１月７日生)

再 任

社 外
独 立

　
略歴、当社における地位および担当
    1975年    4 月 日本陶器株式会社（現株式会社ノリタケ

カンパニーリミテド）入社
    2005年    6 月 　　同　　取締役
    2008年    4 月 　　同　　取締役 常務執行役員
    2010年    6 月 　　同　　取締役 専務執行役員
    2011年    6 月 　　同　　取締役副社長 執行役員

　　

    2012年    4 月 　　同　　代表取締役副社長 執行役員
    2013年    6 月 　　同　　代表取締役社長 執行役員
    2018年    6 月 　　同　　代表取締役会長
    2021年    6 月 名港海運株式会社 社外取締役（現任）
    2023年    6 月 当社社外取締役（現任）

　
重要な兼職の状況：名港海運株式会社 社外取締役
所有する当社の株式数：0株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
小倉忠氏は、株式会社ノリタケカンパニーリミテド 代表取締役会長など要職を務められたことにより培われた豊富
な経験と幅広い見識から、社外取締役としての職務を適切に遂行いただくことを期待し、社外取締役として引続き
選任をお願いするものであります。また、同氏が選任された場合は、指名諮問委員および報酬諮問委員として当社
の取締役および経営陣幹部候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定であ
ります。

候補者
番　号 ８ ど

土　
ち

地　
よ う

陽　
こ

子 (1964年10月３日生)

再 任

社 外
独 立

　
略歴、当社における地位および担当
    1987年    4 月 株式会社東京銀行（現株式会社三菱UFJ銀行）入行
    1996年    9 月 世界銀行グループ入行
    2001年    5 月 Toyota Motor Europe NV/SA.入社
    2015年    1 月 　　同　　General Manager, Global 

Treasury & Investor Relations
    2018年    3 月 トヨタ自動車株式会社 経理部IR・株式グループ主幹

　

    2018年    11月 ソフトバンクグループ株式会社入社
　同　マネージングディレクター財務統括 IR部長

    2020年    2 月 SoftBank Group International Ltd.
　　同　　Managing Partner

    2020年    6 月 日邦産業株式会社 社外取締役（現任）
    2023年    6 月 当社社外取締役（現任）
    2024年    3 月 キリンホールディングス株式会社 社外監査役（現任）

　
重要な兼職の状況：日邦産業株式会社 社外取締役、大和日英基金 理事、キリンホールディングス株式会社 社外監査役
所有する当社の株式数：0株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
土地陽子氏は、20年以上にわたり、トヨタ自動車株式会社およびソフトバンクグループ株式会社のIR（投資家向け
広報）のグローバル化を牽引し、投資家との対話やESGに関わる豊富な経験と深い見識を有すること、財務・金融
に明るく、国際的な組織経営に関する知見を有することから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただくこと
を期待し、社外取締役として引続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号 ９ さ

佐
 

　
と う

藤
 

　
く

久
 

　
み

美 (1954年２月３日生)

新 任
社 外
独 立

　
略歴、当社における地位および担当
    1989年 英文雑誌「AVENUES」編集長・発行人
    2005年 愛知万博フレンドシップ・フィルム・フ

ェスティバルプロデューサー
    2012年    4 月 金城学院大学 国際情報学部 教授

　

2014年    4 月 「あいち国際女性映画祭」（公益財団法人あい
ち男女共同参画財団）イベント・ディレクター

    2021年    4 月 名古屋国際工科専門職大学 工科学部 教授
（現任）

　
重要な兼職の状況：名古屋国際工科専門職大学 工科学部 教授
所有する当社の株式数：0株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
佐藤久美氏は、長きにわたり英文雑誌の編集長および発行人を務められた他、複数の大学にて国際情報学や多文化
共生に係る教授職を歴任しております。学識経験者としての高い知識を生かし、社外取締役としての職務を適切に
遂行いただくことを期待し、社外取締役としての選任をお願いするものであります。
また、同氏が選任された場合は、指名諮問委員および報酬諮問委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の
決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定であります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 神尾隆、小倉忠、土地陽子、佐藤久美の各氏は、社外取締役候補者であります。
３. 神尾隆、小倉忠、土地陽子の各氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役

としての在任期間は、本総会終結の時をもってそれぞれ以下のとおりであります。
神尾　隆氏　　　８年
小倉　忠氏　　　１年
土地陽子氏　　　１年

４. 当社は、神尾隆氏が理事長を務める特定非営利活動法人ささえあいに対して寄付を行って
おりますが、年間５万円と僅少であり、同氏の独立性に影響を及ぼすものではないと判断
しております。

５. 当社は、神尾隆、小倉忠、土地陽子の各氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づ
き、法令が定める額を限度として、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約
を締結しております。各氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定でありま
す。また、佐藤久美氏の選任が承認された場合には、同氏との間で同様の責任限定契約を
締結する予定であります。

６. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を
締結しており、会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟により、被保険者が負担することと
なった争訟費用および損害賠償金等を補填の対象としております。各候補者が取締役に選
任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回
更新時においても同内容での更新を予定しております。
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７. 当社は、神尾隆、小倉忠、土地陽子の各氏を東京証券取引所および名古屋証券取引所の定
めに基づく独立役員として両取引所に届け出ております。各氏の再任が承認された場合、
当社は各氏を引続き独立役員とする予定であります。また、佐藤久美氏の選任が承認され
た場合には、同氏を東京証券取引所および名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て両取引所に届け出る予定であります。

８．神尾隆および小倉忠の各氏の選任が承認された場合には、引続き指名諮問委員および報酬
諮問委員として、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立
場で関与いただく予定であります。また、佐藤久美氏の選任が承認された場合には、同様
に指名諮問委員および報酬諮問委員として、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定
に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定であります。
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第3号議案 監査役４名選任の件

候補者
番号 氏　名 性　別 現在の地位 属　性 取締役会

出席状況
監査役会
出席状況

1 し

清
み ず

水
 

　
ま さ

正
の り

則 男性 当社常勤監査役 再 任
　

11回/11回
（100％）

11回/11回
（100％）

2 か

加
し ま

島
 

　
あ つ

厚
お

朗 男性 当社経営管理本部長付 新 任
　

― ―

３ ま つ

松
お か

岡　
ま さ

正
あ き

明 男性 当社社外監査役 再 任 社 外 独 立
　

15回/15回
（100％）

16回/16回
（100％）

４ わ た

渡
な べ

邉　
い っ

一
ぺ い

平 男性 当社社外監査役 再 任 社 外 独 立
　

15回/15回
（100％）

16回/16回
（100％）

　監査役４名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役
４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）監査役 清水正則氏は、2023年６月29日開催の第73回定時株主総会において新たに選任され就
任したため、取締役会および監査役会の開催回数が他の監査役と異なります。
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候補者
番　号 1 し

清
 

　
み ず

水
 

　
ま さ

正
 

　
の り

則 (1961年12月20日生) 再 任
　

略歴、当社における地位
    1984年    4 月 当社入社
    2016年    4 月 当社執行役員 開発本部 技術開発部長
    2021年    4 月 当社執行役員 品質保証本部 副本部長兼

品質保証部長
    2022年    4 月 当社上席執行役員 品質保証本部長
    2023年    6 月 当社常勤監査役（現任）

　

　

所有する当社の株式数：3,341株

監査役候補者とした理由
清水正則氏は、1984年に当社入社以降、開発本部にて経験を積み、2016年より執行役員として開発本部 技術開発
部長、2021年より品質保証本部 副本部長を、2022年より上席執行役員として品質保証本部長を歴任しておりま
す。開発業務だけでなく、技術開発、品質保証面での実務経験および知見を有しており、経営全般の監視と有効な
助言が期待できることから、引続き監査役としての選任をお願いするものであります。

候補者
番　号 2 か

加
 

　
し ま

島
 

　
あ つ

厚
 

　
お

朗 (1964年１月22日生) 新 任
　

略歴、当社における地位
    1986年    4 月 当社入社
    2018年    4 月 当社経理部長
    2021年    4 月 当社執行役員 経理部長
    2024年    4 月 当社経営管理本部長付（現任）

　

　

所有する当社の株式数：6,719株

監査役候補者とした理由
加島厚朗氏は、1986年に当社入社以降、経理部にて経験を積み、2021年より執行役員として経理部長を務めてお
ります。当社グループの事業内容に精通しており、財務および会計に関する知見を有しているほか、国内外の当社
子会社における監査業務の実務経験があり、経営全般の監視と有効な助言が期待できることから、新たに監査役と
しての選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号 ３ ま つ

松
 

　
お か

岡
 

　
ま さ

正
 

　
あ き

明 (1949年６月25日生)

再 任
社 外
独 立

　
略歴、当社における地位
    1976年    9 月 公認会計士登録
    1988年    7 月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人

トーマツ）社員就任
　

    2014年    6 月 有限責任監査法人トーマツ退職
    2014年    7 月 公認会計士松岡正明事務所 所長（現任）
    2016年    6 月 当社社外監査役（現任）

　
重要な兼職の状況：公認会計士松岡正明事務所 所長、カネ美食品株式会社 社外取締役[監査等委員]、ミタチ産業株式会社 社外取締役[監査等委員]
所有する当社の株式数：0株

社外監査役候補者とした理由
松岡正明氏は、社外取締役および社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与されたことはありません
が、公認会計士としての豊富な経験や知識に基づく企業経営に対する十分な見識を有しており、社外監査役として
その職務を適切に遂行できるものと判断したため、引続き社外監査役として選任をお願いするものであります。

候補者
番　号 ４ わ た

渡
 

　
な べ

邉
 

　
い っ

一
 

　
ぺ い

平 (1949年12月７日生)

再 任
社 外
独 立

　
略歴、当社における地位
    1978年    4 月 弁護士登録

佐治・太田法律事務所入所

　

    1991年    6 月 太田・渡辺法律事務所（現弁護士法人
TRUTH＆TRUST）代表（現任）

    2016年    6 月 当社社外監査役（現任）
　

重要な兼職の状況：弁護士法人TRUTH＆TRUST 代表、豊和工業株式会社 社外取締役[監査等委員]
所有する当社の株式数：0株

社外監査役候補者とした理由
渡邉一平氏は、社外取締役および社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与されたことはありません
が、弁護士としての専門的な知識と豊富な経験を有しており、社外監査役としてその職務を適切に遂行できるもの
と判断したため、引続き社外監査役として選任をお願いするものであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 松岡正明および渡邉一平の各氏は、社外監査役候補者であります。
３. 松岡正明および渡邉一平の各氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役と

しての在任期間は、本総会終結の時をもってそれぞれ以下のとおりであります。
　　　松岡正明氏　　　　８年
　　　渡邉一平氏　　　　８年
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４. 当社は、松岡正明および渡邉一平の各氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、
法令が定める額を限度として、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。各氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を
締結しており、会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟により、被保険者が負担することと
なった争訟費用および損害賠償金等を補填の対象としております。各候補者が監査役に選
任され就任した場合には、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次
回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６. 当社は、松岡正明および渡邉一平の各氏を東京証券取引所および名古屋証券取引所の定め
に基づく独立役員として両取引所に届け出ております。各氏の再任が承認された場合、当
社は各氏を引続き独立役員とする予定であります。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

い し

石
 

　
か わ

川
 

　
よ し

芳
 

　
ろ う

郎 (1951年３月22日生)

再 任
社 外
独 立

略歴
    2001年    7 月 国税庁長官官房 名古屋派遣国税庁監察官
    2005年    7 月 名古屋国税局 調査部特別国税調査官
    2008年    7 月 名古屋国税不服審判所 国税審判官

　

    2009年    7 月 岐阜南税務署長
    2011年    8 月 石川芳郎税理士事務所 所長（現任）
    2011年    10月 一般社団法人中川法人会 専務理事

　
重要な兼職の状況：石川芳郎税理士事務所 所長
所有する当社の株式数：0株

補欠社外監査役候補者とした理由
石川芳郎氏は、会社の経営に関与された経験はありませんが、税理士としての豊富な経験や知識に基づき、社外監
査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したため、補欠の社外監査役として選任をお願いするもので
あります。

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願い
いたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 石川芳郎氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３. 当社は、石川芳郎氏が社外監査役に就任した場合には、同氏との間で、会社法第427条第

１項の規定に基づき、法令が定める額を限度として、任務を怠ったことによる損害賠償責
任を限定する契約を締結する予定であります。

４. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を
締結しており、会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟により、被保険者が負担することと
なった争訟費用および損害賠償金等を補填の対象としております。石川芳郎氏が監査役に
選任され就任した場合には、同氏は当該保険契約の被保険者となります。

５. 当社は、石川芳郎氏が社外監査役に就任した場合には、同氏を独立役員として東京証券取
引所および名古屋証券取引所に届け出る予定であります。
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第５号議案 自己株式取得の件

＜株主提案（第５号議案）＞

　第5号議案は、株主様１名からのご提案によるものです。当社取締役会としましては、本
株主提案議案に反対しております。
　なお、議案の要領および提案の理由は、提案株主様から提出されたものを原文のまま記載
しています。

（１）議案の要領
１自己株取得に関する事項：会社法第156条第１項の規定に基づき、本定時株主総会終結

の時から１年以内に、当社普通株式を、株式総数15,000,000株、取得価額の総額
50,000,000,000円を限度として、金銭の交付をもって取得することとする。

２その他剰余金に関する事項：別途積立金を50,000,000,000円取り崩し、同額を繰越利
益剰余金へ振替とする。

（２）提案の理由
弊社は当社経営陣の資本コスト意識の希薄さが近年の株価低迷の一因と考えます。
2023年12月末時点において、当社が保有する金融資産は1,795億円（現金及び預金1,325
億円、有価証券50億円、政策保有株式等の投資有価証券420億円）に及びます。又、当社
は東京南青山にショールームを構築する目的で258億円の不動産投資を行っています。消
費者との接点強化には賛同しますが、資本コストの観点からは到底正当化される投資では
ないと考えます。株主資本の過半を金融資産と不動産投資に配分する資本政策の結果、
ROIC％の過去10年平均は２桁後半水準である一方、ROE％はその半分程度の水準に留
まっています。
弊社は、当社が政策保有株式や不動産投資など資本コストを満たさない資産を売却し自己
株式取得を実施する事で、資本効率・一株当たり株主価値の向上を図る事が、全株主の利
益に資すると考えます。

第５号議案に対する当社取締役会の意見
（１）当社取締役会の意見

　当社取締役会としては、本株主提案議案に反対いたします。
（２）反対の理由

　当社は、2021年度から2025年度を計画年度とする中期経営計画「New ERA 2025」
（以下、「本中計」といいます。）を策定し、事業規模の拡大（Expansion）と企業体質
の変革（Revolution）を通して、社会課題解決への貢献（Advancement）を着実に進め
ております。
　本中計においては、資本収益性の改善を経営上の最重要課題の一つと位置付けており、高
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付加価値商品戦略の推進と徹底したコスト削減による稼ぐ力の更なる強化を通じて着実に利
益を成長させるとともに、機動的な自己株式取得による資本効率化により、当社のROEに
ついて、本中計の最終年度である2025年度には８％、次期中期経営計画の実行期間中
（2026～2030年度予定）には10％超を目指しております。
　また、当社は、本中計において、過去５年間の投資を大きく上回る成長投資を実施するこ
ととしております。当社は、これまで重点戦略市場であるアメリカや中国における現地生産
能力の拡大等に向けた投資、日本においては春日井物流センターへの投資を着実に実行する
とともに、事業環境の変化を受けて、カーボンニュートラルやDX（デジタルトランスフォ
ーメーション）、消費者の生活スタイルの変容等への対応を行う等、長期的な視点での事業
存続と競争力確保に向けた試みを続けてまいりました。その結果、本中計期間における投資
金額は2024年３月期時点累計で875億円に達しました。2025年３月期も209億円規模の投
資を計画しており、今後も中長期的な企業価値向上を見据えた成長投資を積極的に実行して
まいります。
　このような中、当社は、配当に関し、安定的に実施することに加え、会社の利益成長に合
わせ中長期的な観点で拡充していくことを基本方針としております。投資計画の変更や次期
中計へ先送りとしたことで発生した本中計終了時点に残存する余剰資金については、次期中
計における投資計画も考慮のうえ、株主の皆様に還元する方針としております。この方針に
基づき、一株当たりの年間配当金については、2022年３月期は前期比15円増となる140
円、2023年３月期は160円、株式分割後の2024年３月期は60円（株式分割前の換算で180
円）としております。また、2022年３月期から2024年３月期にかけて、計374億円の自己
株式取得を実施し、これに加え、本日100億円を上限とした自己株式取得を決定しておりま
す。以上により、株主還元は、本中計策定時に定めた株主還元総額600億円超、５年平均総
還元性向40％超を大幅に上回り、本中計の初年度である2022年３月期から2024年３月期
の実績・見込みおよび2025年３月期の計画における還元総額は累計で820億円、総還元性
向（平均）は78.2％に達しております。
　これに対し、本株主提案は、当期純利益の２倍に相当する多額の自己株式の取得を単年度
で求めるものであり、当社が必要とする成長投資等を十分配慮したものではありません。本
株主提案で提案されている自己株式の取得は、短期的にはROEを向上させるものの、当社
の中長期的な企業価値の向上に資するものとは言えず、財務基盤の歪みや持続的な成長に向
けた投資活動の制約となるおそれがあります。当社としては、稼ぐ力の更なる強化を通じた
着実な利益成長、及びそれと歩幅を合わせた株主還元の実施こそが、当社および当社の株主
の皆様の最善の利益に資すると考えております。自己株式取得は本株主提案に定める時期や
金額で実施するのではなく、中期経営計画や資本政策に基づき、業績、事業投資、財務状
況、株価水準等、取り巻く環境を総合的に勘案して実施することが適切であると考えます。
　したがいまして、当社取締役会としては本株主提案に反対いたします。

以　上
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事業報告（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
１ 企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過および成果

　当期における世界経済は、世界的な物価上昇や金融引き締めによる景況感の悪化、不動
産問題等を抱える中国経済の停滞、中東やウクライナ情勢の長期化がもたらす影響など、
厳しい状況が続いております。また国内経済においても、新型コロナウイルス感染症によ
る需給バランスへの影響が残るなか、原材料・エネルギーコスト高騰を背景とした物価上
昇や先行き不透明な為替変動が続き、予断を許さない状況となっております。
　国内の住宅関連業界は、緩やかな減少が続く持ち家住宅を中心に新設住宅着工戸数が弱
含みで推移する中、住宅設備機器業界はリフォームにおいて回復の動きが見られておりま
す。
　このような状況の中、当社グループは中期経営計画「Ｎｅｗ ＥＲＡ 2025」における３
つの戦略ストーリーである「社会課題解決への貢献」、「事業規模の拡大」、「企業体質
の変革」の実現に向けた取り組みを推進しており、５年間の中期経営計画の折り返し地点
となりました。この３年間は、世界的な新型コロナウイルス感染症の影響によって、需給
バランス・サプライチェーン・物流など様々な混乱事象に翻弄された期間ではありました
が、残す２年は事業環境が正常化に向かうとの想定のもと、中期経営計画「Ｎｅｗ ＥＲ
Ａ 2025」の達成に向け、邁進してまいります。
　重点的な取組みとして中期経営計画に掲げた社会課題の解決に向け、カーボンニュート
ラルへの対応を進めております。具体的には、貯湯式給湯器が主流の米国においては、よ
り省エネ性能の高いタンクレス給湯器の普及により、CO₂の排出量の削減に貢献しており
ます。また、豪州においては、脱炭素社会に向けた取り組みとして、化石燃料から再生可
能エネルギーへの利用拡大が急激に進んでおり、電気商材を拡充し対応しております。
　日本においては、より高い省エネ性能が求められる時代のニーズに適合したハイブリッ
ド給湯・暖房システム「ＥＣＯ ＯＮＥ」を普及するために、経済産業省の給湯省エネ事
業での補助金制度を追い風にするとともに、より省スペース・施工性を向上した「ＥＣＯ 
ＯＮＥ Ｘ５」を中心に、拡販を進めております。さらに、共働き世帯の増加により高ま
る家事の時短ニーズに応える食器洗い乾燥機やガス衣類乾燥機の販売も順調に推移し、お
客様との約束である「Creating a healthier way of living（健全で心地よい暮らし方を
創造）」の実現と持続的で堅実な長期成長に向けた取り組みも着実に進めております。
　当期の業績は、販売面につきましては、世界的な物価上昇や一部地域での金利の高止ま
りにより消費マインドが低迷し、自社・流通在庫が高水準で推移しておりましたが、下期
にかけて解消に向かい、増収となりました。損益面につきましても、在庫水準の適正化に
伴い、生産体制を例年水準に戻したことや価格改定効果の浸透などにより大きく回復しま
したが、上期のマイナスを挽回するに至らず、当社グループの営業利益は減益となりまし
た。

－ 21 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

第73期
(2023年３月期)

第74期
(2024年３月期) 前期比

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 増減率
売 上 高 425,229 430,186 4,957 1.2％
営 業 利 益 41,418 39,362 △2,056 △5.0％
経 常 利 益 44,565 46,071 1,506 3.4％
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 26,096 26,667 570 2.2％

　この結果、売上高は4,301億86百万円（前期比1.2％増）、営業利益は393億62百万円
（前期比5.0％減）、経常利益は460億71百万円（前期比3.4％増）、親会社株主に帰属す
る当期純利益は266億67百万円（前期比2.2％増）となりました。
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セグメントの業績の概況は次のとおりであります。

1,923億54百万円

〈日本〉

売上高

(前期比2.3%減)

流通在庫が下期に適正化し、期初から調整してい
た生産を第３四半期に例年水準に戻したことに加
え、補助金の追い風を受けたハイブリッド給湯・
暖房システム「ＥＣＯ ＯＮＥ」が伸長するなど重
点商品の販売が順調に推移しました。しかし、上
期のマイナス分を取り返すことが出来ず、日本の
売上高は1,923億54百万円（前期比2.3％減）、営
業利益は179億65百万円（前期比23.9％減）とな
りました。

1,968

第73期
（2023年３月期）

1,923

第74期
（2024年３月期）

（単位：億円）売上高

578億75百万円

〈アメリカ〉

売上高

(前期比3.8%増)

新築住宅着工に持ち直しの動きはあるものの金利
の高止まりが継続し、消費マインドが低調に推移
しましたが、為替換算影響によりアメリカの売上
高は、578億75百万円（前期比3.8％増）となり
ました。利益面においては、期初からの減産調整
により固定費の負担が増し、大幅な営業赤字とな
りましたが、下期には在庫削減に伴う保管費用の
減少や人件費の抑制などの経費削減効果により改
善しました。この結果、上期の営業赤字を縮小
し、営業損失は11億97百万円となりました。

557

第73期
（2023年３月期）

578

第74期
（2024年３月期）

（単位：億円）売上高

303億38百万円

〈オーストラリア〉

売上高

(前期比9.7%増)

住宅市況が弱含みで推移したことに加え、電化へ
の市場変化が急激に進むなか、ヒートポンプ給湯
器や電気タンク式給湯器などの電気商材の販売が
引き続き好調となりました。その結果、オースト
ラリアの売上高は303億38百万円（前期比9.7％
増）、営業利益は12億45百万円（前期比5.6％
増）となりました。

276

第73期
（2023年３月期）

303

第74期
（2024年３月期）

（単位：億円）売上高
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718億86百万円

〈中国〉

売上高

(前期比8.7%増)

依然として不動産市況は低調に推移していること
に加え、消費マインドの低下が継続するなか、Ｅ
Ｃ販売が好調に推移したことやＥＣのプラットフ
ォーマーが持つ実店舗によって販売地域が拡大し
たことで、売上高は718億86百万円（前期比
8.7％増）、営業利益は121億46百万円（前期比
14.9％増）となりました。

661

第73期
（2023年３月期）

718

第74期
（2024年３月期）

（単位：億円）売上高

318億74百万円

〈韓国〉

売上高

(前期比0.7%減)

期末にかけて、住宅着工件数に底打ちの動きが見
られたものの激しい価格競争により主力のボイラ
ー販売が低調に推移した結果、売上高は318億74
百万円（前期比0.7％減）となりました。利益面
においては、厳しい状況下で、固定費削減を徹底
し営業利益は16百万円（前期比97.7％減）となり
ました。

320

第73期
（2023年３月期）

318

第74期
（2024年３月期）

（単位：億円）売上高

149億13百万円

〈インドネシア〉

売上高

(前期比8.0%減)

物価上昇に伴い個人消費が低迷し、販売は低調で
あったものの、販売価格の改定、原材料価格の低
下、原価低減活動の結果、インドネシアの売上高
は149億13百万円（前期比8.0％減）、営業利益
は27億45百万円（前期比14.4％増）となりまし
た。

162

第73期
（2023年３月期）

149

第74期
（2024年３月期）

（単位：億円）売上高
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セグメント
第73期(前期)

(2023年３月期）
第74期(当期)

(2024年３月期） 対前期増減率

売 上 高 営業利益 売 上 高 営業利益 売 上 高 営業利益
百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

日 本 196,838 23,597 192,354 17,965 △2.3 △23.9
ア メ リ カ 55,750 313 57,875 △1,197 3.8 －
オーストラリア 27,655 1,180 30,338 1,245 9.7 5.6
中 国 66,150 10,569 71,886 12,146 8.7 14.9
韓 国 32,094 705 31,874 16 △0.7 △97.7
イ ン ド ネ シ ア 16,203 2,400 14,913 2,745 △8.0 14.4
そ の 他 30,537 4,875 30,943 4,361 1.3 △10.5
調 整 額 - △2,223 － 2,078 － －
連結損益計算書計上額 425,229 41,418 430,186 39,362 1.2 △5.0

部　　門
第73期(前期)

(2023年３月期）
第74期(当期)

(2024年３月期） 対 前 期
増 減 率売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比

百万円 ％ 百万円 ％ ％
給 湯 機 器 258,658 60.8 263,839 61.3 2.0
厨 房 機 器 91,780 21.6 90,495 21.0 △1.4
空 調 機 器 21,941 5.2 21,746 5.1 △0.9
業 用 機 器 10,669 2.5 11,212 2.6 5.1
そ の 他 42,179 9.9 42,891 10.0 1.7
合 計 425,229 100.0 430,186 100.0 1.2

セグメント別売上高および営業利益

（注） 1.「アメリカ」の区分は、包括的な販売戦略に基づき一体とした事業活動を行うカナダおよびメキシコの現地法人を含んでおります。
2.「オーストラリア」の区分は、生産体制を補完し一体とした事業活動を行うマレーシアの現地法人を含んでおります。
3．その他には、台湾、タイ、ベトナム、ニュージーランド、ブラジル等の現地法人の事業活動を含んでおります。
4．売上高は外部顧客への売上高であります。また、営業利益の調整額はセグメント間取引消去等であります。

　部門別の売上高につきましては、給湯機器が2,638億39百万円（前期比2.0％増）、
厨房機器が904億95百万円（前期比1.4％減）、空調機器が217億46百万円（前期比
0.9％減）、業用機器が112億12百万円（前期比5.1％増）、その他が428億91百万円
（前期比1.7％増）となりました。
部門別売上高
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（２）設備投資等の状況
　当社グループの当期における設備投資は、国内外の生産拠点の拡充による建物等への投資、新
製品生産を目的とした各種金型を含む工具器具および備品への投資、原価低減・品質向上を目的
とした機械装置の更新および合理化への投資等により、総額は411億14百万円となりました。
（３）資金調達の状況

　当期において新規の重要な資金調達はありません。
（４）対処すべき課題

　今後の業績見通しにつきましては、世界的な物価・金利上昇を背景とした景況感の悪化
や金融システムの不安定化、中東やウクライナ情勢の長期化といった不確実性の高い状況
下で、原材料・部品等の調達コストやエネルギーコストの高止まり、化石燃料から再生可
能エネルギーへのシフトなど、当社グループを取り巻く事業環境は引き続き厳しい状況が
継続するものと想定しております。
　このような状況において、当社グループは中期経営計画「Ｎｅｗ ＥＲＡ 2025」のも
と、健全で心地よい暮らし方を創造する企業として、「生活の質の向上」と「地球環境問
題への対応」をテーマに、様々な商品・サービスを提供するとともに、カーボンニュート
ラル社会の実現に向け、リンナイカーボンニュートラル宣言「ＲＩＭ2050」への対応を
進めております。国内においては、生活の質の向上に貢献するガス衣類乾燥機や食器洗い
乾燥機の拡販普及を進めるとともに、より高い省エネ性能が求められる時代のニーズに適
合するハイブリッド給湯・暖房システム「ＥＣＯ ＯＮＥ（エコワン）」の普及拡大で、
地球温暖化対策に貢献するとともに、生活必需品である当社商品の安定供給をより確実な
ものとすべく、サプライチェーンの更なる強靭化に取り組んでまいります。
　海外においては、主力市場であるアメリカで広く普及している貯湯式給湯器よりも省エ
ネ性能の高いタンクレス給湯器の拡販でCO₂排出の削減に貢献してまいります。中国では
拡大が見込まれるインターネット販売の強化と現地生産工場の拡張による生産能力の拡大
に取り組んでまいります。さらに、新興国や未進出地域への事業拡大を進めてまいりま
す。また事業領域においても将来の脱炭素社会実現を見据え、化石燃料から再生可能エネ
ルギーへの転換の取組みが進む国や地域では電気商材を投入するなどの事業ポートフォリ
オの見直しを柔軟に行ってまいります。
　2025年３月期の業績見通しは、売上高4,500億円（前期比4.6％増）、営業利益450億
円（前期比14.3％増）、経常利益480億円（前期比4.2％増）、親会社株主に帰属する当
期純利益283億円（前期比6.1％増）を予想しております。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご協力を賜りますようお願い申し
上げます。
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区 分 第71期
(2021年３月期)

第72期
(2022年３月期)

第73期
(2023年３月期)

第74期(当期)
(2024年３月期)

売 上 高（百万円) 344,364 366,185 425,229 430,186
経 常 利 益（百万円) 42,400 39,060 44,565 46,071
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益（百万円) 27,581 23,748 26,096 26,667

１株当たり当期純利益(円) 178.87 156.80 176.92 184.75
総 資 産（百万円) 497,291 512,867 547,114 577,088
純 資 産（百万円) 371,318 378,856 407,199 437,438
１ 株 当 た り 純 資 産(円) 2,220.13 2,296.59 2,487.60 2,707.86

344,364

第71期
（2021年３月期）

366,185

第72期
（2022年３月期）

425,229

第73期
（2023年３月期）

430,186

第74期（当期）
（2024年３月期）

（単位：百万円）売上高

42,400

第71期
（2021年３月期）

39,060

第72期
（2022年３月期）

44,565

第73期
（2023年３月期）

46,071

第74期（当期）
（2024年３月期）

（単位：百万円）経常利益

27,581

第71期
（2021年３月期）

23,748

第72期
（2022年３月期）

26,096

第73期
（2023年３月期）

26,667

第74期（当期）
（2024年３月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

178.87

第71期
（2021年３月期）

156.80

第72期
（2022年３月期）

176.92

第73期
（2023年３月期）

184.75

第74期（当期）
（2024年３月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

第71期
（2021年３月期）

497,291

371,318

第72期
（2022年３月期）

512,867

378,856

第73期
（2023年３月期）

547,114

407,199

第74期（当期）
（2024年３月期）

577,088

437,438

（単位：百万円）総資産/純資産

2,220.13

第71期
（2021年３月期）

2,296.59

第72期
（2022年３月期）

2,487.60

第73期
（2023年３月期）

2,707.86

第74期（当期）
（2024年３月期）

（単位：円）1株当たり純資産

（５）財産および損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式の総数により、また、１株当たり純資産は期末発行済株式の
総数により算出しております。なお、発行済株式の総数については自己株式を除いております。

２．当社は、2023年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。このため、
2021年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」および「１株当
たり純資産」を算定しております。
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会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容
株式会社柳澤製作所 150百万円 100.0％ ガ ス 機 器 の 製 造 販 売
リンナイテクニカ株式会社 200百万円 100.0％ ガ ス 機 器 の 製 造 販 売
アール・ビー・コントロ
ー ル ズ 株 式 会 社 150百万円 100.0％ 電子制御機器の製造販売
リンナイ精機株式会社 128百万円 100.0％ ガス機器部品の製造販売
株 式 会 社 ガ ス タ ー 2,450百万円 90.0％ ガ ス 機 器 の 製 造 販 売
リンナイネット株式会社 300百万円 100.0％ ガ ス 機 器 の 販 売
リンナイオーストラリア株式会社 20百万豪ドル ※100.0％ ガ ス 機 器 の 製 造 販 売
リンナイアメリカ株式会社 81百万米ドル 100.0％ ガ ス 機 器 の 製 造 販 売
リンナイコリア株式会社 15,107百万ウォン ※100.0％ ガ ス 機 器 の 製 造 販 売
上 海 林 内 有 限 公 司 74百万元 50.0％ ガ ス 機 器 の 製 造 販 売
リンナイインドネシア株式会社 3,085百万ルピア 52.0％ ガ ス 機 器 の 製 造 販 売

（６）重要な子会社の状況（2024年３月31日現在）

（注）※間接保有を含む出資比率を記載しております。
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部 門 主 要 製 品

給 湯 機 器 給湯器、ふろ給湯器、給湯暖房機、ハイブリッド給湯・暖房システム等

厨 房 機 器 テーブルコンロ、ビルトインコンロ、オーブン、食器洗い乾燥機、
レンジフード、炊飯器等

空 調 機 器 ファンヒーター、ＦＦ暖房機、赤外線ストーブ等

業 用 機 器 業務用焼物器、業務用レンジ、業務用炊飯器等

そ の 他 衣類乾燥機、赤外線バーナー、部品等

（７）主要な事業内容（2024年３月31日現在）
　当社グループは、ガス機器の製造・販売を主な事業とし、これに付帯する事業を営んで
おりますが、部門別の主な製品は次のとおりであります。

名 称 所 在 地

本 社 等 拠 点

本社 愛知県名古屋市中川区
技術センター 愛知県丹羽郡大口町
生産技術センター 愛知県小牧市
春日井物流センター 愛知県春日井市
厚木物流センター 神奈川県厚木市

製 造 拠 点
大口工場 愛知県丹羽郡大口町
瀬戸工場 愛知県瀬戸市
暁　工場 愛知県瀬戸市

営 業 拠 点

東北支社 宮城県仙台市若林区
関東支社 東京都品川区
中部支社 愛知県名古屋市中川区
関西支社 大阪府大阪市淀川区
九州支社 福岡県福岡市博多区

（８）主要な営業所および工場（2024年３月31日現在）
　① 当社
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名 称 所 在 地
株 式 会 社 柳 澤 製 作 所 大阪府門真市
リ ン ナ イ テ ク ニ カ 株 式 会 社 東京都港区
アール・ビー・コントロールズ株式会社 石川県金沢市
リ ン ナ イ 精 機 株 式 会 社 愛知県小牧市
株 式 会 社 ガ ス タ ー 神奈川県大和市
リ ン ナ イ ネ ッ ト 株 式 会 社 愛知県名古屋市中川区
リ ン ナ イ オ ー ス ト ラ リ ア 株 式 会 社 オーストラリア ビクトリア州メルボルン市
リ ン ナ イ ア メ リ カ 株 式 会 社 アメリカ ジョージア州ピーチツリー市
リ ン ナ イ コ リ ア 株 式 会 社 韓国 仁川広域市
上 海 林 内 有 限 公 司 中国 上海市
リ ン ナ イ イ ン ド ネ シ ア 株 式 会 社 インドネシア ジャカルタ市

　② 子会社

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数
10,837名 313名減

（９）従業員の状況（2024年３月31日現在）

（注）上記の数には、臨時従業員数は含まれておりません。
なお、臨時従業員の期中平均人数は、1,357名であります。
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２ 会社の株式に関する事項 (2024年３月31日現在) （ご参考）

個人・その他
14.9％

自己名義
2.3％

外国法人等
32.0％

金融機関
24.7％

事業法人
25.0％

証券会社
0.8％

所有者別の株式保有比率
① 発行可能株式総数 600,000,000株

② 発行済株式の総数 143,203,548株
(自己株式3,473,623株を除く)

③ 株主数 7,251名
(注) １.

２.

３.

会社法第184条第２項の規定に基づき、2023年４月１日付で
当社定款第６条を変更し、発行可能株式総数は400,000,000株
増加し、600,000,000株となりました。
2023年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を
実 施 し て お り ま す 。 こ れ に よ り 、 発 行 済 株 式 の 総 数 は 、
100,042,114株増加しております。
2023年12月14日付で実施した自己株式の消却に伴い、発行済株
式の総数は3,386,000株減少しております。

　

株 主 名 持株数(千株) 持株比率(％)
内 藤 株 式 会 社 18,647 13.02
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 16,821 11.74
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 10,117 7.06
林 　 　 　 謙 　 治 7,369 5.14
公 益 財 団 法 人 リ ン ナ イ 奨 学 財 団 4,200 2.93
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 2,895 2.02
東 京 瓦 斯 株 式 会 社 2,352 1.64
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505224 2,342 1.63
全 国 共 済 農 業 協 同 組 合 連 合 会 2,077 1.45
S S B T C  C L I E N T  O M N I B U S  A C C O U N T 1,887 1.31

④ 大株主（上位10名）

(注) １. 当社は、自己株式を3,473,623株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
 ２. 持株比率は自己株式を控除して算出しております。
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株 主 名 保 有 株 券 等 の 数 持株比率(％)
ノ ム ラ 　 イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 　 ピ ー エ ル シ ー
（NOMURA INTERNATIONAL PLC） 378,898株 0.25

野 村 ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト 株 式 会 社 9,611,000株 6.40
合 計 9,989,898株 6.66

株 主 名 保 有 株 券 等 の 数 持株比率(％)
ニ ッ ポ ン ・ ア ク テ ィ ブ ・ バ リ ュ ー ・ フ ァ ン ド
（NIPPON ACTIVE VALUE FUND PLC） 1,000,000株 0.68
ダ ル ト ン ・ イ ン ベ ス ト メ ン ツ ・ イ ン ク
（Dalton Investments，Inc．） 8,260,300株 5.63

合 計 9,260,300株 6.31

株 式 数 交付対象者数
取 締 役
（社外取締役および一定数以上の株式を保有する取締役を除く） 5,269株 3名

 ３. 2023年８月22付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、フィ
デリティ投信株式会社が2023年８月15日現在で5,329,200株（株券等保有割合3.55％）を保
有している旨が記載されておりますが、当社として当事業年度末時点における実質保有株式
数の確認ができておりませんので、上記大株主には含めておりません。

 ４. 2023年12月5日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ノ
ムラ　インターナショナル　ピーエルシー（NOMURA INTERNATIONAL PLC）、野村
アセットマネジメント株式会社が2023年11月30日現在で以下のとおり株式を保有している
旨が記載されておりますが、野村アセットマネジメント株式会社については、当社として当
事業年度末時点における実質保有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主には含
めておりません。

 ５. 2024年２月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ニ
ッポン・アクティブ・バリュー・ファンド（NIPPON ACTIVE VALUE FUND PLC）、
ダルトン・インベストメンツ・インク（Dalton Investments，Inc．）が2024年２月１日現
在で以下のとおり株式を保有している旨が記載されておりますが、ダルトン・インベストメ
ンツ・インク（Dalton Investments，Inc．）については、当社として当事業年度末時点に
おける実質保有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主には含めておりません。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

(注)　当社の株式報酬の内容につきましては、36頁の「（４）取締役および監査役の報酬等の額」に
記載しております。
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⑥ その他株式に関する重要な事項
１．当社は、2023年２月８日開催の取締役会において、社員持株会向け譲渡制限付株

式インセンティブとしての自己株式の処分に関して決議し、2023年4月24日付で
普通株式191,220株を自己株式より処分しております。2024年３月31日現在、退
職等に伴う無償取得により、3,360株の自己株式を取得いたしました。

２．当社は、取締役（社外取締役および一定数以上の株式を保有する取締役を除く）
および取締役を兼務しない執行役員に対して、譲渡制限付株式の付与のため、
2023年7月28日付で普通株式15,771株を自己株式より処分しております。

３．当社は、2023年５月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定
により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事
項について決議し、以下のとおり取得いたしました。

ア．取得した株式の種類　　　　当社普通株式
イ．取得した株式の総数　　　　3,386,000株
ウ．株式の取得価額の総額　　　9,999,744,616円
エ．取得した期間　　　　　　　2023年５月11日から2023年8月24日まで

４．当社は、2023年５月10日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づ
き、自己株式の消却に係る事項について決議し、以下のとおり消却いたしました。

ア．消却した株式の種類　　　　当社普通株式
イ．消却した株式の総数　　　　3,386,000株
ウ．株式の消却額　　　　　　　10,665,069,622円
エ．消却した日　　　　　　　　2023年12月14日

３ 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 林 　 謙 治

代表取締役社長
社長執行役員 内 藤 弘 康 名古屋鉄道株式会社 社外取締役

代表取締役
副社長執行役員 成 田 常 則 社長補佐

取締役
専務執行役員 白 木 英 行 営業本部長

取締役
専務執行役員 井 上 一 人 生産技術本部長

取締役 松 井 信 行 愛知時計電機株式会社 社外取締役
名古屋国際工科専門職大学 学長

取締役 神 尾 　 隆 特定非営利活動法人ささえあい 理事長

取締役 小 倉 　 忠 名港海運株式会社 社外取締役

取締役 土 地 陽 子
日邦産業株式会社 社外取締役
大和日英基金 理事
キリンホールディングス株式会社 社外監査役

常勤監査役 森 　 錦 司

常勤監査役 清 水 正 則

監査役 松 岡 正 明
公認会計士松岡正明事務所 所長
カネ美食品株式会社 社外取締役[監査等委員]
ミタチ産業株式会社 社外取締役[監査等委員]

監査役 渡 邉 一 平 弁護士法人TRUTH＆TRUST 代表
豊和工業株式会社 社外取締役[監査等委員]

（１）取締役および監査役の氏名等（2024年３月31日現在）
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（注）１. 取締役 松井信行、神尾隆、小倉忠、土地陽子の各氏は、社外取締役であります。
２. 監査役 松岡正明および渡邉一平の各氏は、社外監査役であります。
３. 監査役 松岡正明氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
４．監査役 渡邉一平氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務および法律に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
５. 当社は、取締役 松井信行、神尾隆、小倉忠、土地陽子の各氏並びに監査役 松岡正明および渡邉一平の各

氏を東京証券取引所および名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出
ております。

６．監査役 石川治彦氏は、2023年６月29日開催の第73回定時株主総会終結の時をもって、辞任により退任
いたしました。

７．監査役 清水正則氏は、2023年６月29日開催の第73回定時株主総会において、新たに選任され就任いた
しました。

（２）責任限定契約の内容の概要
　社外取締役４名および社外監査役２名は、当社と会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約
に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で当社のすべての取締役、監査役、執行役員およびその
他会社法上の重要な使用人を対象とした会社法第430条の3第１項に規定する役員等
賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契約は、会社訴訟、第三者訴訟、
株主代表訴訟により、被保険者が負担することとなった争訟費用および損害賠償金
等を補填の対象としており、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないように
するための措置として、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については、
補填の対象外としております。なお、当該契約の保険料は全額当社が負担しており
ます。
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区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 年次賞与 株式報酬
取 締 役

（う ち 社 外 取 締 役）
350
(27)

261
(27)

72
(－)

16
(－)

9
(4)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

45
(13)

45
(13)

－
(－)

－
(－)

5
(2)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

396
(41)

307
(41)

72
(－)

16
(－)

14
(6)

（４）取締役および監査役の報酬等の額
① 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役の報酬限度額は、2021年６月29日開催の第71回定時株主総会において、基本報酬を

年額3億7,000万円以内（うち、社外取締役分5,000万円以内）、年次賞与を年額2億2,000
万円以内、株式報酬の額として年額１億2,000万円以内、株式数の上限を年２万株以内（社
外取締役は対象外）とそれぞれ決議いただいております（なお、株式数の上限は2023年４
月１日付で実施した当社普通株式１株につき３株の株式分割による調整後、年６万株以内と
なっております）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、5名（うち社外取締役は2名）
です。

３．業績連動報酬（年次賞与）は、経営上の重要指標である連結営業利益および単体営業利益の
目標達成度等により支給額を決定いたしております。なお、当事業年度の当社業績は47頁
の「連結損益計算書」および49頁の「損益計算書」に記載のとおりです。

４．非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は、「②役員報酬等の内容の
決定に関する方針等」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は32頁の
「⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載して
おります。

５. 監査役の報酬限度額は、2008年６月27日開催の第58回定時株主総会において月額５百
万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、４名で
す。

６. 当事業年度末現在の取締役は９名（うち社外取締役は４名）、監査役は４名(うち社外
監査役は２名)であります。

② 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年5月12日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の決定方針
および役員報酬規程を決議しております。当社の取締役の報酬等の内容の決定に関する方
針は社外取締役が過半数を占める報酬諮問委員会における客観的な審議を経て取締役会決
議により決定されるものとし、また、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について
は、当該決定方針および役員報酬規程を基に、2023年6月29日開催の取締役会における
委任の決議を受けた報酬諮問委員会における審議により決定しております。
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　これらの客観的な審議を前提とした手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決定され
ていることから、当社の取締役会はその内容が以下の決定方針に沿うものであると判断
しております。
　当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は、以下1.～4.の
とおりです。
１．取締役の報酬等の決定方針における基本原則
Ⅰ．当社の着実な中長期的企業価値創造を促すことを目的とする

・企業価値向上や目標達成を、全社一丸となって実現することを健全に動機付ける
ことができる報酬水準・報酬構成とする

・財務業績指標による定量的な評価と中長期的取り組みに対する評価を報酬に適切
に反映することにより、毎期の堅実な業績目標達成と中長期的価値創造を動機付
ける

・中長期的な株式保有を促進することにより、着実な企業価値向上に向かって株主
との利害共有を図る

Ⅱ．株主を含む幅広いステークホルダーに対する説明責任を果たすことができる客観性
と透明性を確保する

・報酬の決定方針については、独立社外取締役を主要な構成員とする報酬諮問委員
会において審議を行い、その答申を得て取締役会において決定する

・報酬水準と報酬構成割合については、同等規模の比較対象企業群との客観的な比
較を行うことにより継続的に妥当性を検証する

２．報酬体系
　当社の取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬と業績連動報酬で構成されてお
り、その構成割合は、企業価値向上や目標達成を健全に動機付けることを目的とし
て、基本報酬と業績連動報酬の比率が概ね70：30となるよう設定しております。ま
た、業績連動報酬は、毎期の堅実な業績目標達成を促すことを目的とした年次賞与、
および中長期的な株式保有を通じて着実な企業価値向上と株主の皆様との利害共有を
図ることを目的とした譲渡制限付株式で構成されております。
　なお、社外取締役の報酬は、業務執行から独立した立場で経営に対する監督および
助言を行う機能の適切な発揮を促す観点から、固定報酬である基本報酬のみとしてお
ります。
　報酬構成および各報酬構成要素の概要は以下のとおりです。

（報酬構成）
■ 基本報酬
■ 年次賞与
■ 譲渡制限付株式

70％ 20％ 10％
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報酬の種類 概要

基本報酬 役位と職責に応じて設定された固定額を毎月支給する現金報酬

年次賞与

毎期の堅実な業績目標達成と中長期的価値創造を促すことを目的とした
現金報酬
全社業績連動部分（80%）と個人評価部分（20%）で構成
・全社業績連動部分は、経営上の重要指標である連結営業利益および
　単体営業利益の目標達成度により、標準額の０～150%の範囲で変動
・個人評価部分は、各取締役の担当領域等に応じた重点指標や中長期的
　成長に向けた取組み、ESGに関する取組み等により、標準額の０～

150%の範囲で変動
・各事業年度終了後に一括現金支給

譲渡制限付株式
中長期的な株式保有を通じて着実な企業価値向上と株主の皆様との利害
共有を図ることを目的とした株式報酬
・原則、毎期譲渡制限付株式を交付し、取締役等退任時に譲渡制限を解除

（各報酬構成要素の概要）

　なお、特定の取締役が一定数以上の大量の株式を中長期的に保有している場合にお
いて、業績連動報酬の目的やインセンティブとしての機能の実効性等に鑑み、当該取
締役を譲渡制限付株式の交付対象者とせず、当該取締役に対する業績連動報酬は全て
年次賞与とする場合があります。譲渡制限付株式の交付対象者については、報酬諮問
委員会における審議を経て取締役会で決議するものとします。

３．報酬水準
　当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬水準は、企業価値向上や目標達成を全社
一丸となって実現することを健全に動機付けることが可能な報酬水準となるよう、外
部専門機関が運営する客観的な役員報酬調査データ（WTWの「経営者報酬データベ
ース」）等を活用して、当社と同等規模の比較対象企業群を選定の上ベンチマークを
行い、役位と職責に応じて適切に設定しております。

４．報酬決定プロセス
　当社の取締役の報酬等の内容の決定に関する方針は、社外取締役が過半数を占める
報酬諮問委員会における客観的な審議を経て取締役会決議により決定されるものとし
ます。なお、年次賞与の個人評価部分の評価等を含め、取締役の個人別報酬額はその
決定プロセスにおける判断の客観性と透明性を一層確保するため、取締役会における
委任の決議を受けた報酬諮問委員会における審議により決定されるものとします。
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　報酬諮問委員会の審議においては、客観的視点および報酬制度に関する専門的な知
見等を参考とするため、必要に応じて外部専門機関（当事業年度はWTW）から情報
等を得ております。
　なお、第74期に係る方針についての審議を行った報酬諮問委員会の構成および活動
状況は以下のとおりです。

（構成）
社外取締役　　　松井　信行（委員長）
社外取締役　　　神尾　隆
社外取締役　　　小倉　忠
代表取締役社長　内藤　弘康

（活動状況）
2023年５月23日：第73期年次賞与の決定および第74期に係る報酬方針について

の審議
2023年６月29日：報酬諮問委員長の選定および第74期役員報酬（取締役）の個

別金額についての審議
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第75期に係る当社の取締役の報酬等の内容の決定に関する方針の改定について

　当社は、2024年４月25日開催の取締役会において、第75期に係る当社の取締役の報
酬等の内容の決定に関する方針の改定を決議いたしました。なお、当該決議は、社外取
締役が過半数を占める報酬諮問委員会における客観的な審議を経ております。
改定後の取締役の報酬等の決定方針の内容の概要は、以下1.～５.のとおりです。

１．取締役の報酬等の決定方針における基本原則
Ⅰ．当社の着実な中長期的企業価値創造を促すことを目的とする

・企業価値向上や目標達成を、全社一丸となって実現することを健全に動機付けるこ
とができる報酬水準・報酬構成とする

・財務業績指標による定量的な評価と中長期的取り組みに対する評価を報酬に適切に
反映することにより、毎期の堅実な業績目標達成と中長期的価値創造を動機付ける

・中長期的な株式保有を促進することにより、着実な企業価値向上に向かって株主と
の利害共有を図る

Ⅱ．株主を含む幅広いステークホルダーに対する説明責任を果たすことができる客観性
と透明性を確保する

・報酬の決定方針については、独立社外取締役を主要な構成員とする報酬諮問委員会
において審議を行い、その答申を得て取締役会において決定する

・報酬水準と報酬構成割合については、同等規模の比較対象企業群との客観的な比較
を行うことにより継続的に妥当性を検証する

２．報酬体系
　当社の取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬と業績連動報酬で構成されてお
り、その構成割合は、企業価値向上や目標達成を健全に動機付けることを目的とし
て、基本報酬と業績連動報酬の比率が概ね60：40となるよう設定しております。ま
た、業績連動報酬は、毎期の堅実な業績目標達成を促すことを目的とした年次賞与、
および中長期的な株式保有を通じて着実な企業価値向上と株主の皆様との利害共有を
図ることを目的とした譲渡制限付株式で構成されております。
　なお、社外取締役の報酬は、業務執行から独立した立場で経営に対する監督および
助言を行う機能の適切な発揮を促す観点から、固定報酬である基本報酬のみとしてお
ります。
　報酬構成および各報酬構成要素の概要は以下のとおりです。

（報酬構成）
■ 基本報酬
■ 年次賞与
■ 譲渡制限付株式

60％程度 20％
程度

20％
程度

－ 40 －



報酬の種類 概要

基本報酬 役位と職責に応じて設定された固定額を毎月支給する現金報酬

年次賞与

毎期の堅実な業績目標達成と中長期的価値創造を促すことを目的とした
現金報酬
財務評価部分（80%）と非財務評価部分（20%）で構成
・財務評価部分は、経営上の重要指標である連結営業利益並びに
　ROEの目標達成度により、標準額の０～200%の範囲で変動
・非財務評価部分は、従業員エンゲージメントの改善度合い、並びに
　各取締役の担当領域等に応じた中長期的な取り組み等の定性的な評価
　により、標準額の0～200％の範囲で変動
・各事業年度終了後に一括現金支給

譲渡制限付株式

中長期的な株式保有を通じて着実な企業価値向上と株主の皆様との利害
共有を図ることを目的とした株式報酬
・原則、役位と職責に応じて定めた一定金額相当分の譲渡制限付株式を
　毎期交付し、取締役等退任時に譲渡制限を解除
・当社の企業価値向上について株主総利回りの指標等を用いて評価を
　行い、報酬諮問委員会における審議を経て、株主総会決議における
　報酬限度額および上限株数の範囲内で交付数を上乗せする場合がある

（各報酬構成要素の概要）

　なお、特定の取締役が一定数以上の大量の株式を中長期的に保有している場合にお
いて、業績連動報酬の目的やインセンティブとしての機能の実効性等に鑑み、当該取
締役を譲渡制限付株式の交付対象者とせず、当該取締役に対する業績連動報酬は全て
年次賞与とする場合があります。譲渡制限付株式の交付対象者については、報酬諮問
委員会における審議を経て取締役会で決議するものとします。

３．報酬水準
　当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬水準は、企業価値向上や目標達成を全社
一丸となって実現することを健全に動機付けることが可能な報酬水準となるよう、外
部専門機関が運営する客観的な役員報酬調査データ（WTWの「経営者報酬データベ
ース」）等を活用して、当社と同等規模の比較対象企業群を選定の上ベンチマークを
行い、役位と職責に応じて適切に設定しております。
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４．株式保有ガイドライン
　第75期より、着実な企業価値向上と株主の皆様との利害共有を一層促すため、当社
取締役が在任期間において保有する当社株式数の目安として、株式保有ガイドライン
を以下のとおり定めています。
　・代表取締役社長：就任から３年後までに基本報酬の1.5倍に相当する株式
　・その他の取締役（ただし社外取締役を除く）：就任から３年後までに基本報酬の

１倍に相当する株式
５．報酬決定プロセス

　当社の取締役の報酬等の内容の決定に関する方針は、社外取締役が過半数を占める
報酬諮問委員会における客観的な審議を経て取締役会決議により決定されるものとし
ます。なお、年次賞与の非財務評価部分の評価、並びに企業価値評価を踏まえた譲渡
制限付株式の追加交付等を含め、取締役の個人別報酬額は取締役会における委任の決
議を受けた報酬諮問委員会における審議により決定されるものとします。
　報酬諮問委員会の審議においては、客観的視点および報酬制度に関する専門的な知
見等を参考とするため、必要に応じて外部専門機関（2023年度はWTW）から情報等
を得ております。
　なお、第75期に係る方針についての審議を行った報酬諮問委員会の構成並びに活動
状況は以下のとおりです。

（構成）
社外取締役　　　松井　信行（委員長）
社外取締役　　　神尾　隆
社外取締役　　　小倉　忠
代表取締役社長　内藤　弘康

（活動状況）
2024年２月29日：当社の取締役の報酬等の内容の決定に関する方針の改定につい

ての審議

－ 42 －



区分 氏　名 重要な兼職の状況 当社との取引関係

取締役 松井信行 愛知時計電機株式会社 社外取締役
名古屋国際工科専門職大学 学長

当社と兼職先との間には
特別の関係はありません。

取締役 神尾　隆 特定非営利活動法人ささえあい 理事長
当社は特定非営利活動法人ささえあ
いに寄付を行っておりますが、その
寄付額は年間５万円と僅少でありま
す。

取締役 小倉　忠 名港海運株式会社 社外取締役
当社は名港海運株式会社との間に貿
易・海運に関する取引があります
が、独立性に影響を及ぼす事項はあ
りません。

取締役 土地陽子
日邦産業株式会社 社外取締役
大和日英基金 理事
キリンホールディングス株式会社 社外監査役

当社は日邦産業株式会社との間に部
品の仕入れ取引がありますが、独立
性に影響を及ぼす事項はありませ
ん。

監査役 松岡正明
公認会計士松岡正明事務所 所長
カネ美食品株式会社 社外取締役[監査等委員]
ミタチ産業株式会社 社外取締役[監査等委員]

当社と兼職先との間には
特別の関係はありません。

監査役 渡邉一平 弁護士法人TRUTH＆TRUST 代表
豊和工業株式会社 社外取締役[監査等委員]

当社と兼職先との間には
特別の関係はありません。

（５）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
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区分 氏　名 取締役会
出席状況

監査役会
出席状況

主な活動状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 松井信行 15回/15回
（100％） ―

大学の教授や学長の経験に基づく学識経験者として
の見地から、取締役会では積極的に意見を述べてお
り、特に技術・開発面において専門的な立場から監
督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性
を確保するための適切な役割を果たしております。
また、指名諮問委員会並びに報酬諮問委員会の委員
長として、客観的・中立的立場で当社の役員候補者
の選定および役員報酬決定における監督機能を担っ
ております。

取締役 神尾　隆 15回/15回
（100％） ―

他の会社の取締役を歴任した豊富な経験と幅広い見
識から、取締役会では積極的に意見を述べており、
特に会社経営の面から監督・助言等を行うなど、意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役
割を果たしております。また、指名諮問委員会およ
び報酬諮問委員会の委員として、客観的・中立的立
場で当社の役員候補者の選定および役員報酬決定に
おける監督機能を担っております。

取締役 小倉　忠 10回/11回
（91％） ―

他の会社の取締役を務められるなど豊富な経験と幅
広い見識から、取締役会では積極的に意見を述べて
おり、特に会社経営の面から監督・助言等を行うな
ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適
切な役割を果たしております。また、指名諮問委員
会および報酬諮問委員会の委員として、客観的・中
立的立場で当社の役員候補者の選定および役員報酬
決定における監督機能を担っております。

取締役 土地陽子 11回/11回
（100％） ―

他の会社での投資家との対話やESGに関わる豊富な
経験と深い見識並びに国際的な組織経営に関する知
見から、取締役会では積極的に意見を述べており、
特に経営戦略の面から監督・助言等を行うなど、意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役
割を果たしております。また、定期的に当社IR活動
の状況報告を受けており、客観的・中立的立場で当
社の企業価値向上に向けた有益な助言を行うなど、
当社の社外取締役として期待される役割を果たして
おります。

監査役 松岡正明 15回/15回
（100％）

16回/16回
（100％）

公認会計士としての専門的見地から、取締役会にお
いて取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための発言を行っております。また、監査役会に
おいて、適宜必要な発言を行っております。

監査役 渡邉一平 15回/15回
（100％）

16回/16回
（100％）

弁護士としての専門的見地から、取締役会において
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの発言を行っております。また、監査役会におい
て、適宜必要な発言を行っております。

② 当事業年度における主な活動状況
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５ 会計監査人の状況

報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 65百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 74百万円

（１）名称　　　　有限責任監査法人トーマツ
（２）報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. なお、重要な子会社のうち在外子会社については、他の監査人が監査を行っております。
（３）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積の
算出根拠等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項
の同意を行っております。
（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査
役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任
した旨とその理由を報告いたします。
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連結貸借対照表（2024年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産

電 子 記 録 債 権

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

341,437
147,600

91,694

12,879

8,068

41,699

39,953

5,717

△6,175
235,650
147,425
60,632

21,542

4,692

49,306

5,605

5,645
3,642
84,582
40,834

33,379

5,325

5,091

△48　

流 動 負 債 106,890
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 24,427
電 子 記 録 債 務 28,937
未 払 金 19,853
未 払 消 費 税 等 2,489
未 払 法 人 税 等 5,244
賞 与 引 当 金 6,159
製 品 保 証 引 当 金 4,806
そ の 他 14,972

固 定 負 債 32,759
繰 延 税 金 負 債 16,023
環 境 対 策 引 当 金 2,255
退 職 給 付 に 係 る 負 債 8,809
そ の 他 5,671

負 債 合 計 139,650
純 資 産 の 部

株 主 資 本 346,470
資 本 金 6,484
資 本 剰 余 金 8,428
利 益 剰 余 金 342,493
自 己 株 式 △ 10,936

その他の包括利益累計額 41,304
その他有価証券評価差額金 8,690
為 替 換 算 調 整 勘 定 22,671
退職給付に係る調整累計額 9,941

非 支 配 株 主 持 分 49,663
純 資 産 合 計 437,438

資 産 合 計 577,088 負 債 純 資 産 合 計 577,088

(単位：百万円)
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連結損益計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 430,186
売 上 原 価 292,343

売 上 総 利 益 137,842
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 98,479

営 業 利 益 39,362
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,501
受 取 配 当 金 479
為 替 差 益 2,340
そ の 他 2,303 7,625

営 業 外 費 用
支 払 利 息 79
固 定 資 産 除 却 損 215
自 己 株 式 取 得 費 用 156
減 価 償 却 費 334
そ の 他 130 916
経 常 利 益 46,071

特 別 利 益
補 助 金 収 入 204 204

特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損 134
減 損 損 失 220 355
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 45,921
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,418
法 人 税 等 調 整 額 973 11,391
当 期 純 利 益 34,529
非支配株主に帰属する当期純利益 7,862

親会社株主に帰属する当期純利益 26,667
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貸借対照表（2024年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

117,964
36,529
2,459

40,007
11,209
6,204

13,621
7,007
932
△9

169,909
74,794
26,086
1,964
5,948

85
2,022

35,678
42

2,966
1,441
1,080
360

93,673
39,671
32,353
1,870

18,769
1,026
△18　

流 動 負 債 46,752
買 掛 金 14,368
電 子 記 録 債 務 17,664
リ ー ス 債 務 23
未 払 金 4,769
未 払 費 用 735
未 払 法 人 税 等 3,364
預 り 金 157
賞 与 引 当 金 2,786
製 品 保 証 引 当 金 806
そ の 他 2,076

固 定 負 債 10,065
リ ー ス 債 務 23
退 職 給 付 引 当 金 3,572
そ の 他 6,470

負 債 合 計 56,818
純 資 産 の 部

株 主 資 本 222,645
資 本 金 6,484
資 本 剰 余 金 8,743
資 本 準 備 金 8,743
利 益 剰 余 金 218,353
利 益 準 備 金 1,614
そ の 他 利 益 剰 余 金 216,738
別 途 積 立 金 170,000
繰 越 利 益 剰 余 金 46,738

自 己 株 式 △10,936
評価・換算差額等 8,409

その他有価証券評価差額金 8,409
純 資 産 合 計 231,055

資 産 合 計 287,873 負 債 純 資 産 合 計 287,873

（単位：百万円）
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損益計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 210,525
売 上 原 価 160,344
売 上 総 利 益 50,180

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 35,073
営 業 利 益 15,107

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,433
為 替 差 益 2,186
そ の 他 1,503 11,122

営 業 外 費 用
固 定 資 産 除 却 損 166
自 己 株 式 取 得 費 用 156
減 価 償 却 費 367
そ の 他 22 713
経 常 利 益 25,516

特 別 利 益
補 助 金 収 入 204 204

特 別 損 益
固 定 資 産 圧 縮 損 134
減 損 損 失 220 355
税 引 前 当 期 純 利 益 25,366
法人税、住民税及び事業税 4,991
法 人 税 等 調 整 額 546 5,538
当 期 純 利 益 19,828
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独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 晴 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 岡 宏 仁
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 重 光 哲 郎

2024年５月10日
リ ン ナ イ 株 式 会 社
　 取 締 役 会  御 中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
　 　 名 古 屋 事 務 所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、リンナイ株式会社の2023年4月1日から2024
年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、リンナイ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が
あるかどうか注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査報告書　謄本
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。
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・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上

－ 52 －



独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 晴 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 岡 宏 仁
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 重 光 哲 郎

2024年５月10日
リ ン ナ イ 株 式 会 社
　 取 締 役 会  御 中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
　 　 名 古 屋 事 務 所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、リンナイ株式会社の2023年4月1日から
2024年3月31日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告書　謄本
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。
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・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2023年4月1日から2024年3月31日までの第74期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、執行役員、内部統制室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に対面又はウェブ会議システムで出席し、取締役、執行役員及び使用
人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、執行役員
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書　謄本
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月17日
リンナイ株式会社　監査役会
常勤監査役 森 　 錦 司 ㊞
常勤監査役 清 水 正 則 ㊞
監査役 松 岡 正 明 ㊞
監査役 渡 邉 一 平 ㊞

(注) 監査役松岡正明及び監査役渡邉一平は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査
役であります。

以　上
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定時株主総会会場ご案内図
会　場

　
ＡＮＡクラウンプラザホテルグランコート名古屋
７階　ザ・グランコート
名古屋市中区金山町一丁目１番１号

交　通
　 ・ＪＲ・名鉄・地下鉄「金山」駅　南口から徒歩で約１分

・名古屋駅（ＪＲ・名鉄）より金山駅まで電車で約５分
・栄駅（地下鉄）より金山駅まで電車で約１０分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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